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３． 介護保険施設の経営実態と介護報酬改定 

☆ 「介護事業経営実態調査」というデータに基づく議論の不合理性 

１） 有利子負債の多寡、補助金･寄付金の有無、課税法人と非課税法人等についての評価 

２） 会計ルールの一元化、公平性が担保されていない 

３） 月次決算に基づくデータのため年度決算とのバラツキが大きい 

４） 地域特性が反映されない介護報酬単価の設定～級地区分 

５） 小規模施設ほど深刻な経営難 → 地域密着型、小規模多機能型施設が崩壊しつつある 

６） 課税法人では、空間の整備（ユニット化や建物の改修等）と機能の整備（専門職の手厚い

配置等）が低下。退職金積み立てどころか、元金返済さえ困難になっている。 

７） ３％程度の介護報酬改定では、実際には介護職等への人件費アップは極めて困難 

４． 介護人材確保と処遇改善 

☆ 介護人材問題は給与の改善だけでは解決がつかない 

１） スタッフの教育･研修体制の確立とキャリアアップに応じた賃金体系の確立 

２） 人材発掘（外国人労働者も含めた）と養成･教育体制 

３） 研修･教育体制を構築した事業所･事業団体への支援策 

４） 介護職への社会的評価の確立 

５． 要介護認定と医療区分 

☆ 要介護認定におけるパラドックス 

１） 認知機能と日常生活動作･･･一次判定ソフトの樹形図の矛盾 

２） 「よくする機能･維持する機能」への逆インセンティブ 

３） 要介護認定におけるダウン・コーディングの実態 → 一次判定ソフト見直し等 

４） 医療区分におけるアップ・コーディングの実態 

５） 現場レベルでの医療区分引き上げへのインセンティブ 

６） 個別特性評価と機能別評価･･･複雑な施設類型毎という評価の限界 

７） 疾患群と時系列的状態評価、個別ケア達成度評価 

 

 

社団法人全国老人保健施設協会では、「介護職員の生活を守る署名」運動を実施、全国で

166 万名の署名を得た。この数は、全国の老人保健施設職員とその家族のみならず、利用者・家

族、地域の人までも巻き込んだ、国民の声が形になったものであるといえる。「介護従事者の処

遇改善」という国民の要請に、3.0％で報いることが出来るのか、その判断は難しい。 

さらに、平成 20 年 11 月 14 日付で、日本医師会、全国老人保健施設協会、日本慢性期医療協会

の３団体連名にて提出した「次期介護報酬改定率ならびに本分科会のあり方等に関する緊急要

望」は、本分科会のあり方を問うたものである。審議会での真剣な議論を飛び越え、政治的決着に

よって介護報酬プラス 3.0％が決定されたことは、今後に問題を残している。 

以上 




